様式第３号（第１０条関係）
　　　　年度もうかる６次化農商工連携支援事業報告書
１　プラン名又は事業計画名
　（事業区分：　　　　　　　　）
２　事業実施主体名
３　事業実施方針
４　事業の内容
	種　目・項　目
	数　量
	単　価
	金　額
	備　考

	
	
	円
	   　　円
	

	
	
	合　計
	      　円
	


※１　種目・項目欄には、機械・施設等の導入を予定している場合は上段に名称を記載し下段に仕様を括弧書きで記載すること。
２　様式第１号（第４条関係）において、自己資金の全部又は一部を、国又は県が行っている制度融資から融資を受けるために補助対象物件を担保に供することとしている場合にあって、別紙１に記載した融資を受けようとする金額以外の項目に変更がある場合は、別紙２に改めて融資の内容を記載して添付すること。
５　事業費の内訳
	事業種目
	事 業 費
	内　　訳
	備　考

	
	
	県　費
	市町村費
	その他
	

	
	        円
	        円
	        円
	        円
	

	合　計
	
	
	
	
	


６　嵩上げの内容等

	要綱別表２の第１欄の区分
	内容

	（１）海外認証等
	認証制度名（　　　）

認証取得見込時期（　　　）

	（２）県外加工から県内加工への「切り替え」
	切り替え対象製品名（　　　）

切り替え達成見込時期（　　　）


　※要綱第３条第４項及び第５項に基づき本補助金の交付を受ける事業についてのみ記載すること

７　収支決算
（１）収入の部
	区　　分
	本年度決算額
	本年度予算額
	比　較　増　減
	備　考

	
	
	
	増
	減
	

	県補助金
市 町 村
そ の 他
	円
	円
	円
	　　　円
	

	合　計
	
	
	
	
	


（２）支出の部
	区　　分
	本年度決算額
	本年度予算額
	比　較　増　減
	備　考

	
	
	
	増
	減
	

	
	円
	円
	円
	　　　円
	

	合　計
	
	
	
	
	


８　事業完了年月日
※事業完了年月日は、補助目的を達成し、かつ、補助対象経費の額が確定した日とする。
９　添付資料等
（１）事業費が確認できる資料（領収書、売買契約書の写し等）

（２）施設を建設する場合で設置場所の変更をした場合は、建設地の地目・地番がわかる資料、農地・建築等に関する法令等（農地法、農振法等）の手続がわかる資料。

（３）施設を開設する場合で食品衛生法に基づく営業許可が必要な場合は、許可証の写しなど手続がわかる資料。
（４）補助対象経費について、支払毎に経費区分、支払金額、支払先、支払日、支払方法を記載した一覧表を添付すること。ただし、支払件数が多数であることなどによりこれによりがたい場合は、証ひょう書の写しの保管などで代えることができる。

　　　また、必要に応じて購入機器等の写真等を添付すること。

